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乳幼児の事故防止に向けての取り組み　―子どもが安心して遊べる環境づくりを目指して―

Ⅰ　はじめに

　小児の死亡原因の第１位は不慮の事故である。2006年

の人口動態統計によると、０歳では出生に伴う要因によ

る死亡が多いことから不慮の事故は死亡原因の第３位で

あるが、１～４歳、５～９歳の年齢階級においては第１

位である。「健やか親子21」においても小児保健水準を維

持・向上させるための環境整備の数値目標として「不慮

の事故死亡率を半減させること」「事故防止対策を実施し

ている家庭・市町村の割合を10％にすること」が掲げら

れている。

　これまでの子どもの事故に関する様々な調査では、子

どもの事故を経験した保護者の７～８割が、「気配りして

いれば防止が可能だった」と回答している1）。子どもの

事故は発達との関連が大きいため、周囲の人々が子ども

の発達を正しく理解し、適切に対応することでその多く

は防止可能であるとされる。

　仙台市では従来から保護者に対して、様々な事故予防

の啓発を行ってきたが、幼児健康診査の問診で保護者か

ら聴取する中では、事故の発生状況に変化がない状況で

あった。

　これらのことから、仙台市太白区保健福祉センター（以

下「センター」という）では子どもの事故防止について

保護者に対し、より積極的な取り組みが必要であると考

え、乳幼児の事故防止を推進する取組方針を３ヵ年計画

で定め平成17年度より活動を進めてきた。活動の柱とし

て、一つめは太白区管内の事故の実態を把握するために

状況調査を行うこと、二つめは子どもの事故防止対策は
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地域社会全体の協力が必要であるという視点から、子育

て中の親や子育て支援に関わる人を含めた事故予防ワー

キンググループを立ち上げ、その活動を地域の中に定着

させることを目的に取り組んできた。

　今回は３年間の取り組みについての成果をまとめ、今

後さらに子どもが安心して遊べる環境づくりを推進して

いくための方向性を検討する。

Ⅱ　方法

１．乳幼児の事故実態調査について

(1) 目的：ア．乳幼児の事故の現状を把握する。

　　　　　イ．調査を通して、乳幼児の事故を身近な課

題として住民が認識する機会とする。

　　　　　ウ．平成17年度と平成19年度に同じ内容のア

ンケート調査を実施し、２年間の保護者

の認識の変化を知る。

　　　　　　（当時１歳６か月であった児が今回の調査

では３歳７ヶ月となっている）

(2) 対象：平成17年９月から11月及び平成19年９月から

11月の期間中、１歳６か月児健康診査及び３

歳児健康診査に来所した児の保護者2,179名。

(3) 方法：健康診査案内時に、自記式質問調査用紙を郵

送し自宅で記入してもらい、健康診査受付で

記入用紙を回収する。また、「事故防止のポイ

ント」リーフレットを配布し、健康診査の集

団指導で事故予防について啓発する。

(4) 調査内容：「子どもの事故防止と市町村への事故対

策支援に関する研究」2）による資料を参考

にし、回答者の属性、事故防止対策実施の

有無、事故経験、心肺蘇生法、救急医療に

ついて調査し、表計算ソフトExcelを用いて

カイ二乗検定を行った。また、｢健やか親子

21｣取組の指標の中間評価値と3）の比較を

行った。倫理的配慮として、アンケート用

紙に調査の趣旨を記載した説明文を添付し、

調査内容については全て統計処理をし、プ

ライバシーに配慮することを明記した。

２．事故予防ワーキンググループの活動について

　事故予防対策は、保護者の努力に加え、地域社会全体

の協力が必要であることから、子育て中の親と子育て支

援に関わる人たちを含めた、事故予防の大切さを広める

ための活動を展開した。かつ、地域に根ざした活動を展

開するために、太白区子育て支援ネットワーク事業と注１）

連携し、共に活動する場づくりを行った。 

Ⅲ　結果

１．乳幼児の事故実態調査について

(1) アンケートの回答者数

　平成17年度857名（配布数1133名、回収率75.6％）、平

成19年度776名（配布数1046名、回収率74.2％）であった。

(2) 事故の経験頻度（図１）

　「医療機関を受診するような事故にあった」ことのあ

る子どもの割合は、17年度は全体の22.4％、19年度は

21.8％と有意な差はなく、全国的な調査とも大きな差は

みられない。約５人に１人の子どもが医療機関の受診が

必要な事故を経験していたことになる。

(3) 事故の発生場所（図２、表１）

　19年度において居室での事故が全体の54.0％であり、

17年度の53.1

％とほぼ同様である。家庭内の事故は台所や浴室等も含

めると全体の73.1％になる。

(4) 事故発生時の保護者の状況（図３）

　事故が発生した時に保護者が見ていた割合は、19年度

は全体の47.9％である。17年度は35.8％であり、11.5ポ

イント増加していた。

(5) 事故の内容（図４、図５、表２）

　経験した事故内容は、全体で転落・転倒・やけどの順

に多く、17年度と変わらない結果となった。

　年齢別に見ると、０歳児はやけどや転落の事故が多く、

やけどの事故は０～１歳代で経験することがほとんど

図１　医療機関を受診するような事故にあったことがある

図２　事故の発生場所（19年度全体）
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だった。１歳児になると様々な事故を経験するようにな

り、２・３歳児では、転倒・転落の事故を経験する子ど

もの割合が多くなっている。また、誤飲の事故は１歳代

で経験することが多いが、17年度と比較すると０歳代で

誤飲を経験する子どもの割合は13.4ポイント減少した。

(6) 保護者の認識の変化（図６、表３）

　「乳幼児の死亡原因の第１位が事故である」と知って

いるかの問いに、19年度は全体の55.4％の保護者が知っ

ていると回答し、17年度よりも2.6ポイント増加している

が、有意な差は見られなかった。

　平成17年度当時１歳６ヶ月児であった児が今回の調査

では３歳７ヶ月児になっている。その調査結果を比較し

た（表３）。「乳幼児の死亡原因の第１位が事故である」

と知っているかの問いに、59.2％の保護者が知っている

と回答し、17年度よりも４ポイント増加している。しかし、

事故防止対策の実施率はすべての項目で減少していた。

(7) 健やか親子21の取組の指標について（表４）

①：「事故防止対策を実施している家庭の割合」について

　「事故防止対策を実施している家庭の割合」は、子ど

もの事故に関する注意点についての10項目の質問に対し、

その回答の平均を評価指標としている。

　１歳６か月児においては、17年度は82.0％、19年度は

80.7％と中間評価値80.5％より高いものの、有意な差は

なかった。

　３歳児においては、17年度は70.5％、19年度は66.1％

と有意な差はなく、中間評価値74.7％より低かった。

②：「１歳６か月児のいる家庭で、風呂のドアを乳幼児が

自分で開けることができないように工夫した家庭の割

合」について

　17年度は29.3％、19年度は34.1％であり、中間評価値

の30.7％よりも高い結果であったが、有意な差はなかった。

③：「心肺蘇生法を知っている親の割合」について（表５）

　１歳６ヶ月児では17年度13.5％、19年度22.0％と中間

評価値15.3％より高く、有意な差があった。３歳児では

17年度11.5％、19年度18.9％であり、中間評価値16.2％

よりも高く、有意な差が見られた。

　なお、これらの健やか親子21の取り組み指標ついては、

2010年までの目標値が100％であることから、より一層の

啓発が必要である。

２．　乳幼児の事故防止に向けての取り組み（表７）

　乳幼児の事故予防ワーキンググループは平成18年度か

ら「乳幼児にとって安全な環境づくりに向けて、乳幼児

の事故の対策を共に考え、活動する」ことを目的に、地

域に根ざした活動を展開するため、太白区子育て支援

ネットワーク事業と連携し、共に活動する場作りを行っ

た。

　事故予防対策は保護者の努力に加え、地域社会全体の

協力が必要であることから、子育て中の親と育児サーク

ルや親子サロン「こひつじるーむ」代表者、社会福祉協

議会職員等、子育て支援に関わる人たちを含めたワーキ

ング活動を展開した。

　19年度は親子サロンの代表者であるメンバーが、救急

講座や乳幼児事故予防講演会を企画する等、ワーキング

メンバーの意識が高まり、講座の受講者から新たなメン

バーが加わった。又、日頃の事故防止の啓発に加え、地

震防災も視野に入れた活動を展開した。 

表１　事故の発生場所

図３　事故発生時の保護者の状況

図４　事故の内容（19年度全体）
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図５　年齢別の事故内容（19年度）

表２　年齢別事故内容（17年度と19年度の比較）

図６　死因第１位が事故であると知っている
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表３　事故防止対策を実施している割合

表４　健やか親子21の指標

表５　心肺蘇生方法

表６　救急医療
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表７　【平成19年度乳幼児の事故予防に向けての取り組み】
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Ⅳ　考察

１．事故実態調査の結果から

　アンケート調査を実施した結果、指標のいくつかは中

間評価値を上回る結果となったものの、事故の経験頻度

や事故防止対策実施率について有意な差はなかった。平

成17年度当時１歳６か月児であった児の保護者の事故防

止対策の実施率について、２年後の実施率との比較を行

うとすべての項目で減少していた。子どもの年齢が高く

なると運動能力も上がり、子ども自身に危険を回避する

力がついてくることから、保護者の認識も乳児期に比べ

低くなっているものと思われた。しかし「切る・刺す」

や「自宅外での交通事故」は年齢が高くなるほど増加し

ていることから、発達年齢に応じた事故防止対策と子ど

もへの声がけをすることの必要性を、さらに啓発してい

くことが重要である。また，４ヶ月以前でもベッドから

の転落等事故が発生していることが分かり、寝返りをす

る前の乳児の保護者に対しても事故予防の啓発を積極的

に行っていく必要性がある。約半数の事故が保護者の目

の前で発生しており、有意な差はなかったことから、「目

を離しても安全な環境を作る」4）ということを、新生児訪

問指導や健診等のあらゆる機会を捉え保護者に伝え、実

践できるよう取り組んでいきたい。

２．ワーキング・その他の取り組みから

　様々な活動を通して保護者の声を聞くと、「やらなけれ

ばいけないと分かっていても、実行に移すことができな

い」という声が多く、行動に結びつけることの難しさを

感じた。どうすれば実行できるか話し合う中で、ワーキ

ングメンバーからは「身近な人から事故の体験談を聞く

ことが事故予防に効果的ではないか」と意見があがった。

身近な人からの経験談や自身の子どもより少し年長の子

どもを持つ保護者の話を聞くことは、自分に置き換えて

シミュレーションしやすく、今後の危険を予測すること

にも繋がり、有効であると考えられる。また、19年度の

ワーキングでは地震防災を視野に入れた活動を展開した。

宮城県では今後大地震が発生する可能性が高いとされて

おり、保護者の地震防災への関心が高いことから、事故

防止を含めた災害時の対策を啓発していく役割があると

再確認した。また、子育て支援ネットワーク事業と連携

することで、地域住民の理解を広める仕組みづくりが展

開できるという感触が得られた。保護者の事故防止に対

する認識を高めていくために、単なる知識の普及ではな

く、子育て中の母親同士の力や地域住民を動員しながら、

実際に行動に結び付けられるよう、効果的な教育の方法

を模索し続けることが重要であると考える。 

３．今後の対策について

　これまでの事故防止対策に加え、以下の点について強

化していきたい。

(1) 新生児訪問指導での啓発（４ヶ月前の事故防止の意

識付けを強化する。）

(2) 母子健康手帳交付、母親・両親教室での啓発（子ど

もを迎える準備として家庭内の環境整備を指導す

る。）

(3) 防災のための家庭内環境整備を啓発（普段の生活で

の事故防止対策とも重なる。）

　また、事故予防対策を実行できる者を増やすための取

り組みとして、ワーキングメンバーの協力を得、様々な

世代の保護者が自分自身の育児や事故経験を話したり聴

いたりすることができる場を設けたい。さらに、子ども

が安心して遊べる環境づくりを推進していくことが、誰

もが住みやすい街づくりにつながるということをワーキ

ングメンバーと共有し、今後も子育てしている親と地域

のネットワークを強化し、地域住民を巻き込んだ活動を

展開していきたい。

Ⅴ　おわりに

　本活動に携わることで子どもの事故実態を知り、改め

て事故を防止することの重要性を実感した。それと同時

に、意識してわずかな気配りをすれば防止が可能である、

ということも分かった。母子保健関係者はもちろんのこ

と、子どもに関わるすべての大人が事故に対する認識を

高め、具体的な対応を実行することで、子どもたちが安

心して遊ぶことができる環境を作り、健やかな成長を促

していきたいと思う。

注１） たいはく親子フォーラム

　太白区内の育児ネットワークの構築を目的とし、育児支援の関

連団体から実行委員を公募し、平成17年度から３年間計画で開催

されている太白区中央市民センターの子育て支援事業。平成18年

度は639名、平成19年度は580名の親子と育児支援者が参加した。
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